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総説論文
鍼灸師による介護予防の可能性を探る
吉野亮子 1
抄録
近年、鍼施術による痛みや運動器の傷害に対する有効性が認められている。鍼施術は補完代
替医療に位置付けられているが、近代西洋医学に統合した治療的介入も試みられている。超高
齢社会において、予防医学や介護予防の領域が一層重視されてくると思われる。本稿の目的
は、介護予防領域での鍼灸師の取り組みに焦点をあて、これまでに報告されている文献を通し
て、鍼灸師による介護予防の取り組みの現状と可能性について検討することである。医学中央
雑誌、科学技術情報発信・流通総合システム（J-STAGE）、メディカルオンライン、全日本鍼灸
学会学会誌検索システム等を介して鍼施術の効果及び鍼灸師による介護予防に関する文献を収
集した。検索のキーワードは「鍼灸」「介護予防」である。レビューによって、これらの文献
を、鍼灸の効果を示すもの、介護予防活動に関する実践報告、他職種との連携に関するものの
３つに大別し、考察した。鍼灸師による介護予防の分野における専門性として、鍼や東洋医学
的知識を用いて痛みを緩和するとともに、心理的・精神的、身体的にも効果をもたらす可能性
が考えられる。これまで鍼灸師による介護予防に焦点を当てた研究は少なく、医療や介護予防
分野における鍼灸や鍼灸師の業務に対する認知度は低い。一般的に鍼灸や鍼灸師の業務に対す
る理解が得られていないことが、認知度が低い最大の要因であろう。鍼施術は健康の維持増進
に向けて予防法としての活用も期待されている。鍼灸師による介護予防活動に関するエビデン
スを蓄積するとともに、一般に広く普及させることが重要であると考えられる。
キーワード：鍼灸、介護予防
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Exploring the Possibilities of Care Prevention by Acupuncture Therapists
Ryoko Yoshino
Abstract
Recently, acupuncture has been the focus of many studies due to its potential usefulness in the 
treatment of pain and musculoskeletal disorders. Although acupuncture is classified as a type of 
alternative complementary medicine; it is a therapeutic intervention that tries to achieve the same 
results as modern western medicine. In an aged society, preventive medicine and care prevention play 
a greater role. This study aims to investigate the current status and possibilities of care prevention 
for elderly people by acupuncture therapists using the information provided in the existing literature. 
The online database of the Japan Medical Abstracts Society, J-Stage, JJSAM was searched for 
the following keywords: “acupuncture” and “care prevention”. The studies obtained in the search 
results were classified into three categories: effects of acupuncture therapy, practical reports of care 
prevention activities by acupuncture therapists, and collaboration with other occupations. Expertise 
in the care prevention field was defined as an acupuncture therapist practicing acupuncture with a 
knowledge of oriental medicine, which was considered to be effective not only in reducing pain but 
also in maintaining the patients’ psychological, mental, and physical health. It is significant to note that 
acupuncture and acupuncture therapists are not understood well by the medical community at large. 
Acupuncture is considered a preventive intervention for maintaining and promoting general health. 
Our literature review revealed that, at present, there are few, lesser-known studies that investigate 
elderly preventive care in terms of acupuncture. It is important to accumulate further evidence of 
acupuncture efficacy and popularize the delivery of care prevention for elderly people by acupuncture 
therapists.
Keywords: acupuncture, care prevention
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はじめに
高齢化と平均寿命の延伸に伴い、健康への取り組みにおいて、病気や傷害の予防のみなら
ず、加齢による機能低下や虚弱といった、心身の不都合に対する予防や対策が講じられてい
る。介護予防の取り組みは、要介護状態になるリスクの高い人のみならず、全ての高齢者が身
体的・精神的・社会的にそれぞれが持っている能力を活かし、機能低下の予防をはかるポピュ
レーションアプローチを重視している。地域全体で介護予防に関心を持ちあうような環境づく
りが求められており、気軽に参加できるサロン活動や、ボランティア活動など、高齢者を中心
とした社会参加の場が拡大されつつある。一方、要支援・要介護状態になる恐れのある高齢者
の中には、運動機能の低下や、閉じこもり・うつなどのために、地域活動に参加していない人
が含まれており、一時的に心身機能が低下している人などを速やかに把握し、悪化防止と予防
対策へと導くために、医療関係の専門職の役割が期待されている。
佐藤（2000）は、現代の日本の医療は近代医療であり、近代医学の理論に基づいて行われる
国家により制度的に規定された制度的医療のみを指していると述べている。鍼灸、あん摩など
は近代医療の定義から外れた非近代医療であり、補完代替医療（Vincent	 et	 al.,	 2012）に位
置付けられている。鍼灸施術は癌末期など難治性の疾患や不定愁訴など、近代医療の補完的な
介入が報告されているほか、高齢者における虚弱（フレイル）の早期発見や重度化予防など、
健康の維持増進に向けて予防法としての活用も期待されている。鍼灸師はこのような介護予
防・傷害予防といった領域で活躍できる職種ではあるが、鍼灸の受療率、認知度はいずれも低
い（矢野ほか ,	2006a）ことが報告されている。鍼灸師（国家資格ははり師・きゅう師に分か
れている）の介護予防の取り組みを分析するような研究は少なく、保健医療行動科学的に分析
するような研究はほとんど行われていない。本稿の目的は、介護予防領域での鍼灸師の取り組
みに焦点をあて、これまでに報告されている文献を通して鍼灸師による介護予防の現状と可能
性について検討することである。
第１節において人口の高齢化と健康に関する諸問題と介護予防についての背景、また鍼灸師
の資格と養成について述べる。第２節では先行研究から鍼灸の効果を示すもの、介護予防活動
に関する実践報告、他職種との連携に関するものに大別し、考察する。第３節において鍼灸師
による介護予防の現状と課題を述べ、第４節をまとめとする。
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第１節　介護予防の取り組みとその背景
1　介護予防とは
公衆衛生の発展に伴い、平均寿命は延伸している。出来る限り長い期間、住み慣れたところ
で健康でいきいきした生活を送るためには、国民一人ひとりが健康な生活習慣や生活環境に関
心を持つこと、また社会的、環境的な整備を行うことが必要である。介護保険法第４条「国民
の努力及び責務」においては、「国民は、自ら要介護状態になることを予防するため、加齢に
伴って生ずる心身の変化を自覚して、常に健康の保持・増進に努めるとともに、要介護状態と
なった場合においても、進んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービスを利用す
ることにより、その有する能力の維持向上に努めるものとする」と記載されている。「介護予
防」は、①要介護状態に陥ることをできる限り防ぐこと、そして要介護状態にあっても、さら
に悪化することがないように予防をすること、②生活機能が低下した高齢者に対しては「心身
機能」「活動」「参加」の各要素にバランスよく働きかけることが重要であり、③単に高齢者の
運動機能や栄養状態といった個々の改善を目指すのではなく、日常生活の活動性を高め、心身
機能や生活機能、社会参加を通じて生活の質の向上を目指している。
2　介護保険制度と介護予防
超高齢社会となった我が国では、高齢者が出来る限り長く住み慣れた地域で健康で暮らせる
よう、健康長寿に向けての取り組みが進められている。介護保険制度の発足以前は、高齢者の
ための介護施策は老人福祉法に基づく施策、老人保健法に基づく施策、医療法に基づく施策の
３つに別れていたが、1997 年に介護保険法が成立し、2000 年４月の施行後は介護保険制度と
して統合され、多くは介護保険制度から介護報酬が支払われる仕組みに変更された。介護保険
制度は開始後も改定が重ねられており、まず５年後の見直しの大きな柱となったのが予防重視
型システムへの転換であった。介護保険制度施行後から５年間で認定者数は急増し、中でも軽
度者（要支援・要介護 1）の増加が著しいことが明らかになった。さらに調査の結果、軽度者
の介護が必要になった原因が骨折・転倒・関節疾患・高齢による衰弱などの廃用症候群が約
半数を占めている（厚生労働省 ,	2016a）ことがわかり、適切な支援や介護予防の取り組みに
よって生活機能の低下を予防することが可能であると考えられた。
要支援・要介護状態になる前から介護予防を推進するとともに、地域での包括的・継続的な
マネジメント機能を強化する観点から、市町村が実施する地域支援事業が 2005 年の介護保険
法改正で創設され、すべての第１号被保険者を対象とする一次予防事業（ポピュレーションア
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プローチ）と、主として要介護に陥るリスクの高い虚弱高齢者を対象とする二次予防事業（ハ
イリスクアプローチ）が実施されてきた。この事業では、虚弱な高齢者を把握する基本チェッ
クリストを用いて、要介護状態に陥るリスクの高い高齢者のスクリーニングが導入された。一
定の基準によって二次予防事業対象者と判定された人には、運動機能向上、栄養改善、口腔機
能向上、閉じこもり予防、認知症予防、うつ予防等の介護予防プログラムへの参加が推奨され
た。従来の二次予防事業では、「心身機能」の回復を目的とした機能回復訓練が多用される傾
向がみられた。しかし、その後の調査において介護予防事業参加により高齢者の生活機能が改
善されても、事業終了後の日常生活に戻ると活動性が低下し、成果を持続させることが困難で
あることなどが報告されている（三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング ,	2015）。また、介護
予防事業（二次予防事業）の目標として、高齢者人口に対する基本チェックリストの実施率が
40％～ 60％、特定高齢者施策参加者が 5％とされているのに対して、基本チェックリストの実
施率が 29.4％、特定高齢者施策参加者率が 0.4％と、目標に対して低い水準にとどまっている
という報告（日本公衆衛生協会 ,	2009）もあり、介護予防事業は十分な効果を上げることが
できなかったことがわかった。
3　高齢化に伴うニーズの変化と介護予防・日常生活支援総合事業
高齢者人口の将来推計をみると、老年人口は 2015 年 3,387 万人から 2020 年に 3,619 万人
へと増加する。その後しばらくは緩やかな増加期となるが、第２次ベビーブーム期 1971 年～
1974 年）に生まれた世代が老年人口に入る 2040 年に 3,935 万人になると見込まれている（国
立社会保障・人口問題研究所 ,	2017）。医療や介護の必要性は、75 歳以上の後期高齢者に多
く、高齢化に伴う地域医療・介護のニーズの増加が予想される。
2011 年の介護保険改正では、市町村が実施主体となる地域支援事業に介護予防・日常生活
支援総合事業が加わり、要支援者と虚弱高齢者を対象として介護予防と生活支援を一体的に、
住民自身やボランティア等、専門職以外の担い手を含めた多様な主体による多様なサービスと
して、市町村の判断で総合的に提供できるようになった。さらに、2014 年の介護保険法改正
では、介護予防は一次予防・二次予防の区別をなくし、新しい介護予防・日常生活支援総合事
業として、すべての市町村で実施することとなった。従来の二次予防事業で実施されていた運
動器の機能向上プログラム、口腔機能向上プログラムなどに相当する介護予防事業について
は、新しい総合事業の中の介護予防・生活支援サービス事業として介護予防ケアマネジメント
に基づき実施されている。
介護予防は要支援・要介護に陥るリスクが高い虚弱高齢者だけではなく、すべての高齢者が
対象である。人の健康は生活習慣や生活環境とも関連しており、単に疾病を予防するだけでは
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十分ではない。介護予防は、特定の疾患を予防することにとどまらず、生活習慣や生活環境の
改善を含めた健康づくりを、地域の取組みとして実施をすることで、その効果が期待される。
4　運動器の傷害と健康に関する諸問題
我が国の平均寿命は延伸しているが、健康寿命との差を生み出している要因の一つが運動器
の傷害である。20 歳代に比較すると、一般的に 70 歳代までに骨格筋面積は 25％～ 30％、筋
力は 30％～ 40％減少し、50 歳以降毎年 1％～ 2％程度筋肉量は減少すると言われている（葛
谷 ,	2009）。握力や歩行速度の低下、身体活動量といった体力要素の低下が要支援・要介護状
態に陥る重要な因子である（Fried	 et	 el.,	 2001）。下肢筋力の衰退（田井中ほか ,	2002）、
膝の進展力（宮原 ,	2017）、バランス力（岡前ほか ,	2011）等身体機能の低下が関連し、転倒
不安や日常生活における活動量の低下をもたらす。過度に外出を避け、閉じこもりになると、
要介護状態に陥る可能性が高くなる（横川ほか ,	2002）。高齢者の外出頻度を維持するために
は身体の虚弱性を防止していくことが極めて重要であり（中村ほか ,	2009）、そのためには下
肢筋力の維持向上と運動の継続に対する意識付けが必要である。
ロコモティブシンドローム（日本整形外科学会）、フレイル（Fried	et	al.,	2001）、サルコ
ペニア（Rosenberg,	 1989）といった老年症候群は、明確な疾病ではない。症状が致命的では
ないため、日常生活における支障が少なく、年のせいとされ、本人の自覚がないことも多い
（鈴木 ,	2014）。症状の変化が緩慢でなおかつ複数の原因によって形成されるため、自覚的に
予防や対策の行動につながりにくい（大渕 ,	2014）。対象者自身が自分の状態を理解して、老
年症候群を自ら予防する活動を主体的に継続することが重要であるが、自覚がないというだけ
ではなく、運動や身体活動の重要性を認識しているにもかかわらず、身体活動を実施していな
い高齢者が少なくないとの報告もある（Crombie	 et	 al.,	 2004）。病気やけが等で自覚症状の
ある人の割合は、年齢が高くなるにしたがって上昇しており、最も気になる自覚症状として男
女共に多いのが腰痛と肩こりといった運動器の症状である（厚生労働省 ,	2016b）。急性の痛
みを発症した場合、初期の安静は必須であるが、徐々に身体活動を増加させていくことが治癒
に向けた重要なポイントである。高齢者の慢性的な痛みは、その期間が長くなるにつれて徐々
に痛みの強さが増し、加齢に伴う運動器の機能低下と相まって様々な痛みによる活動制限が生
じるため、日常生活の困難度が増す（野呂ほか ,	2008）。また痛みを生じるかもしれないとい
う更なる心理的ストレスや、恐怖回避行動から身体活動が減少し（齊藤ほか ,	2015）、痛みに
よる悪循環に陥る危険性がある。宮脇ら（2015）は、男性と比較して女性の方が、「背腰痛」
「下肢痛」「体動がつらい」等の痛みと運動機能との関連が強いと述べている。
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5　介護予防活動の課題
地域在住高齢者を対象にした運動介入によって、身体機能や健康関連 QOL、運動習慣の改善
が報告されている（大田尾 ,	2014、	小宇佐ほか ,	2012）。鵜川ら（2015）の介護予防の二次予
防事業対象者への介入プログラムに関する文献レビューにおいても、公民館等で実施される集
合型の筋力トレーニングや運動による介入を行うことで運動器の機能改善を報告する文献が多
いことが指摘されている。サークルやサロン活動参加者は、精神的・社会的健康度が高い人
が参加している可能性も指摘されており（辻本ほか ,	2017）、参加を抑制する要因の一つとし
て、痛みや痛みに対する恐怖心（Li	F.et	al.,	2005）、などが挙げられている。運動や身体活
動を継続するためには、運動をしないことで身体に起こりうる悪影響についての説明や痛みへ
の対処についての指導（有田ほか ,	2013）など、専門職の継続的な後方支援（小宇佐ほか ,	
2012）の必要性が報告されている。田中ら（2010）は、運動の継続にはベースライン時点での
運動習慣が重要であり、高齢になってからよりも、出来るだけ早い時期から運動習慣をもつこ
とが効果的であると述べている。
6　機能訓練指導員
機能訓練指導員は、介護保険制度のもとで介護報酬の支払い条件としてその配置が求められ
ているものである。個別機能訓練計画に基づく機能訓練の実施者で、通所介護、短期入所生活
介護、認知症対応型通所介護、特定施設入居者生活介護、介護老人福祉施設等に配置されてい
る。立つ・歩くなど身体機能の向上を中心に計画的に行う機能訓練、利用者の日常生活動作
（ADL:	Activities	of	Daily	Living）や洗濯、買い物といった手段的日常生活動作（IADL：
Instrumental	Activities	of	Daily	Living）、および役割の創出や社会参加といった生活機能
の向上を目的とした機能訓練を行っている。介護予防のための機能訓練を実施している通所介
護施設の機能訓練担当者は看護職が 54.0％、柔道整復師が 15.8％、理学療法士が 13.7％、作
業療法士が 6.1％、言語聴覚士が 0.3％、あん摩マッサージ指圧師が 0.5％であった。また機
能訓練指導員を常勤・専従で配置することが難しいと回答した事業所が 67.7％あった（厚生
労働省 ,	2015）。
2018 年介護保険法における通所介護等の運営基準の見直しにより、現在の機能訓練指導員
の対象資格である理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッ
サージ指圧師に加え、一定の実務経験を有する鍼灸師が機能訓練指導員を担えるようになった
（厚生労働省 ,	2017a）。
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7　鍼灸師の資格と養成
はり師・きゅう師の受験資格は、学校教育法第 90 条第１項の規定により大学に入学するこ
とのできる者であって、文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に適合するものとして、文
部科学大臣の認定した学校、厚生労働大臣の認定した養成施設又は都道府県知事の認定した養
成施設において、３年以上はり師、きゅう師となるのに必要な知識及び技能を修得したものと
されている（厚生労働省 ,	2019）。はり師、きゅう師の学校養成施設については、あん摩マッ
サージ指圧師、はり師及びきゅう師に係る学校養成施設認定規則において、入学又は入所の資
格、修業年限、教育の内容等が規定されている。この認定規則については、2000 年に教育内
容の規定の変更や単位制の導入が加えられた。はり師ときゅう師の国家試験は同日に行い、試
験科目は、医療概論（医学史を除く）、衛生学・公衆衛生学、関係法規、解剖学、生理学、病
理学概論、臨床医学総論、臨床医学各論、リハビリテーション医学、東洋医学概論、経絡経穴
概論が共通科目で、加えてはり師ははり理論および東洋医学臨床論、きゅう師についてはきゅ
う理論及び東洋医学臨床論がある。
2000 年に教育内容の弾力化など、規制緩和が行われたことが、鍼灸学校の新増設を強く促
し、2000 年度 23 校（厚生労働省管轄 20、文部科学省直轄 3）であったものが、2015 年度に
は 93 校（厚生労働省管轄 82、文部科学省直轄 11）に増加した。そのため、2000 年から 2016
年までに卒業後施術所に従事している就業はり師数は 71,551 人から 116,007 人に、きゅう師
は 70,146 人から 114,048 人に増え、あん摩マッサージ指圧、はり、きゅう業を提供する施術
所数は約 1.8 倍増加した（厚生労働省 ,	2016c）。一方公益社団法人東洋療法協会が 2007 年
～ 2011 年の国家試験に合格した養成施設卒業生に対して実施したアンケート調査によると、
実務に従事している人は、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師全体で 82.6％、従事
していない人が 17.4％であった。施術所開設及び勤務状況については、開設している人が
33.1％、施術所等に勤務している人が 70.0％であった（複数回答）。
認定規則については、2000 年の見直し以降大きな改定は行っていなかったが、あん摩マッ
サージ指圧師、はり師、きゅう師は開業が可能であることから、養成段階での教育の充実の必
要性が指摘されていた。そこで、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師を取り巻く環境
の変化に対応するために、カリキュラムの改善、臨床実習、専任教員の要件など認定規則の改
正を含めた見直しについて、これまで５回にわたる幅広い議論が重ねられた。カリキュラムの
主な見直し内容としては、臨床における実践的能力向上のため、臨床実習を１単位から４単位
へ拡充すること、また総単位数、最低履修時間数を追加するというだけでなく、コミュニケー
ションや社会保障制度など、各養成施設における独自のカリキュラムを追加することが望まし
いとする努力規定が追加された（厚生労働省 ,	2016d）。
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第２節　鍼灸と介護予防に関する文献レビュー
鍼施術の「効果」については、EBM（Evidence-Based	Medicine）視点から大規模の臨床研究
の大多数は中国をはじめ世界中で報告されている。アメリカ国立衛生研究所（NIH:	 National	
Institutes	 of	 Health）は、鍼療法に関する合意声明において、研究課題はまだあるとしな
がらも、鍼治療による作用のメカニズムが明らかになりつつあることや、術後痛や薬物療法
時の吐き気等に対して補助的ないし代替的治療法として鍼施術による一定の効果について認
めた（NIH.	 1998）。この声明が発表されてから約 20 年が経過し、数多くのランダム化比較試
験（RCT:	 Randomized	 Controlled	 Trial）などデータの集積が進んでいる。イギリス医師会
（BMA:	 British	 Medical	 Association）は、鍼施術は、国民保健サービス（NHS:	 National	
Health	Service）でより広く行われるべきであるとして、背部痛、歯痛、吐き気と嘔吐、片頭
痛に効果的であることを認めた（Silvert,	 2000）。WHO は鍼施術エビデンスプロジェクトを立
ち上げ、14 の臨床分野にわたり、122 の治療法に対する鍼施術の有効性についての検討を行っ
た。頸や腰の痛みの他、うつや不眠、心的外傷ストレス障害や統合失調症に鍼施術の有効性が
認められ、その中でも変形性膝関節症、アレルギー性鼻炎、片頭痛、手術後の悪心など、14
の症状については鍼灸がより有効であると報告している。鍼施術は熟練した施術者において安
全と考えられており、条件によって費用対効果が高く、鍼施術の有効性に関する研究の質の向
上と集積が進んでいる。
1　研究方法
多くの鍼灸師にとって、また関連する他業種や利用者にとっても、介護予防の領域における
鍼灸師の具体的な役割が明確でないのが現状である。そこで、日本鍼灸の効果について、また
鍼灸師がこれまでどのような介護予防の取り組みをしてきたのかを明らかにするために、文献
を通して検討することを目的とした。鍼灸師が取り組んでいる一般高齢者の介護予防活動に関
する文献について、医学中央雑誌、科学技術情報発信・流通総合システム（J-STAGE）、メディ
カルオンライン、全日本鍼灸学会学会誌検索システムを介し、文献リストを収集した。検索の
キーワードは「介護予防」「鍼灸」とした。さらに、得た文献の引用文献、参考文献から、引
用元の文献を収集した。収集した文献を検討したところ、鍼灸の効果を示すもの、介護予防活
動に関する実践報告、他職種との連携に関するものに大別された。
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2　日本における筋骨格系の症状に対する鍼灸の効果に関するエビデンスレポート
日本においても多くの鍼の臨床研究が行われている。厚生労働省は、日本で行われた鍼灸
治療に関する臨床研究に焦点をあてたシステマティック・レビューを行っている。医中誌 Web
版、Cochrane	 Library	（CENTRAL）	及びハンドサーチにより、日本で実施された患者と対象と
して鍼灸療法に関するランダム化比較試験を網羅的に収集・吟味し、鍼灸エビデンスレポート
をまとめている。2012 年と 2017 年度に調査に関する報告書（EJAM2012,	 EJAM2017）を発表し
ている。表２は、これら２つのレポートから筆者が筋骨格・結合組織の疾患についての論文を
抽出し、ポイントを表にまとめたものである。通常の経穴に対する鍼刺激や鍼通電刺激以外
に、トリガーポイントを対象とする鍼の介入がみられること、また、海外の研究論文ではきわ
めてまれな円皮鍼による微弱な刺激を用いた臨床研究がみられるのが特徴であると報告してい
る。主要なアウトカムについては、鍼の施術の手法や刺入深度の違いを VAS注２）や ROM注３）よっ
て効果を測定するものが大半であった。研究の成果の多くは日本語で書かれて日本の雑誌に投
稿されているため、内容が海外の研究者、臨床家、医療機関に適切に伝わっていない可能性が
指摘されている（厚生労働省 ,	2017b）。
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治
療
効
果
が
あ
る
。
稲
葉
明
彦
、
宮
本
直
専
門
学
校
生
の
肩
こ
り
被
験
者
を
対
象
と
し
た
鍼
治
療
の
試
み
肩
こ
り
に
関
す
る
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
と
鍼
の
刺
入
深
度
の
違
い
に
よ
る
治
療
効
果
の
検
討
.
東
洋
医
学
 2
01
1;
17
(2
):
 4
1-
45
. 
医
中
誌
W
e
b
 
I
D
:
2
0
1
1
2
5
9
2
7
6
肩
こ
り
に
対
す
る
鍼
の
刺
入
深
度
に
よ
る
有
効
性
の
差
の
確
認
。
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
 (
RC
T)
肩
こ
り
の
程
度
が
 V
A
S
5
0
 以
上
。
器
質
的
異
常
が
無
い
者
 3
7
名
(男
性
 
17
 
名
,女
 
性
 
20
 
名
,
平
均
年
齢
 
29
.7
 
歳
±
9.
3歳
)。
浅
刺
群
13
 
名
,深
刺
群
12
 
名
。
Sh
am
群
。
12
 
名
。
 V
AS
。
治
療
前
,R
OM
。
肩
こ
り
感
,頚
・
肩
の
動
か
し
に
く
さ
は
浅
鍼
群
で
治
療
直
後
が
有
意
に
改
善
。
筋
硬
度
は
浅
鍼
群
に
お
い
て
肩
井
穴
の
み
治
療
前
後
で
有
意
に
改
善
。
肩
こ
り
に
対
す
る
鍼
刺
激
は
浅
刺
で
も
十
分
に
有
効
性
を
示
し
,安
全
深
度
を
保
っ
た
状
態
で
の
治
療
が
行
え
る
。
望
月
秋
葉
、
松
本
謙
太
郎
、
瀧
本
敦
之
肩
こ
り
感
と
筋
緊
張
と
の
関
係
に
つ
い
て
ス
ト
レ
ス
の
影
響
と
鍼
刺
激
法
の
検
討
.
東
洋
療
法
学
校
協
会
学
会
誌
 2
01
1;
 3
4:
 3
3-
37
.
医
中
誌
 W
eb
 I
D:
2
0
1
1
2
0
8
6
0
4
肩
こ
り
に
対
す
る
鍼
の
有
効
性
評
価
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
 (
RC
T)
学
生
 
27
 名
（
男
性
 
19
 名
,女
性
 
8 
名
,平
均
年
齢
 
26
.1
±
9.
8歳
）
無
刺
激
群
,局
所
刺
激
群
。
左
右
肩
井
穴
付
近
の
筋
硬
度
,V
AS
,ス
ト
レ
ス
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
痛
み
あ
り
群
 5
 名
と
,痛
み
な
し
群
 2
2名
を
比
筋
硬
度
,V
AS
 は
有
意
差
な
し
。
ス
ト
レ
ス
度
は
痛
み
あ
り
群
が
有
意
に
高
か
っ
た
。
肩
こ
り
に
対
す
る
鍼
刺
激
は
有
効
で
あ
る
。
石
丸
圭
荘
、
澤
田
規
ス
ポ
ー
ツ
障
害
(膝
関
節
痛
)に
対
す
る
LL
LT
と
鍼
治
療
の
併
用
効
果
.
日
本
 レ
ー
ザ
ー
治
療
学
会
誌
 2
01
0;
 9
(2
):
 6
3-
66
.
医
中
誌
 W
eb
 I
D:
2
0
1
2
0
0
2
0
1
5
ス
ポ
ー
ツ
に
起
因
す
る
膝
関
節
痛
に
対
す
る
鍼
通
電
の
有
効
性
評
価
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
 (
ク
ロ
ス
オ
ー
バ
ー
)
(
R
C
T
-
c
r
o
s
s
o
v
e
r
)
前
十
字
靭
帯
再
建
術
後
の
男
性
 1
名
,膝
関
節
の
疲
労
性
疼
痛
を
訴
え
 る
 1
0 
名
（
男
性
 6
 名
,女
性
 4
 名
,平
均
年
齢
 2
3.
4±
2.
5
歳
）
。
LL
LT
 
群
 
11
 
名
,鍼
治
療
群
 
11
 
名
。
鍼
治
療
併
用
群
 
11
 
名
。
RO
M,
VA
S,
 下
腿
後
面
の
皮
膚
温
,下
腿
後
面
中
央
の
深
部
体
温
RO
M 
は
有
意
差
を
認
め
な
か
っ
た
。
VA
Sは
併
用
群
が
単
独
治
療
群
と
比
べ
有
意
に
痛
み
が
軽
減
し
た
 
(P
<0
.0
5)
。
LL
LT
 と
鍼
治
療
の
併
用
は
膝
関
節
痛
を
改
善
さ
せ
る
。
勝
見
泰
和
高
齢
者
の
筋
・
骨
格
系
の
痛
み
に
対
す
る
鍼
灸
の
除
痛
効
果
の
評
価
.
厚
生
労
働
科
学
研
 究
費
補
助
金
報
告
書
 2
00
2:
4
4
-
5
0
.
 
C
E
N
T
R
A
L
 
I
D
:
C
N
-
0
0
9
8
7
1
4
6
高
齢
者
の
慢
性
腰
痛
に
対
す
る
ト
リ
ガ
ー
ポ
イ
ン
ト
鍼
治
療
と
背
部
経
穴
へ
の
鍼
治
療
の
効
果
の
比
較
ラ
ン
ダ
ム
化
比
較
試
験
 (
封
筒
法
) 
(R
CT
-
e
n
v
e
l
o
p
e
)
明
治
鍼
灸
大
学
附
属
病
院
整
形
外
科
外
来
を
受
診
し
た
 
6
5
 
歳
以
上
の
外
来
患
者
 
1
2
 
名
。
Ar
m 
1:
 ト
リ
ガ
ー
ポ
イ
ン
ト
治
療
群
 6
名
（
平
均
年
齢
 7
0.
2±
2.
9 
歳
）
,経
穴
治
療
群
 6
 名
（
平
均
年
齢
 7
3.
3±
6.
9 
歳
）
。
V
A
S
,
,
p
a
i
n
d
i
s
a
b
i
l
i
t
y
a
s
s
e
s
s
m
e
n
t
 
s
c
a
l
e
(
P
D
A
S
)
,
R
o
l
a
n
d
M
o
r
r
i
s
Q
u
e
s
t
i
o
n
n
a
i
r
e
(R
MQ
)。
VA
S 
よ
り
,ト
リ
ガ
ー
ポ
イ
ン
ト
治
療
群
で
痛
み
が
軽
減
し
た
。
PD
AS
 は
両
群
の
差
な
し
。
RM
Q 
は
,両
群
と
も
改
善
。
高
齢
者
の
慢
性
腰
痛
に
対
す
る
ト
リ
ガ
ー
ポ
イ
ン
ト
鍼
治
療
は
有
効
で
,短
期
的
に
治
療
効
果
を
出
す
こ
と
が
で
き
る
。
表
1　
日
本
に
お
け
る
筋
骨
格
筋
系
の
疾
患
に
対
す
る
鍼
灸
の
効
果
に
関
す
る
エ
ビ
デ
ン
ス
レ
ポ
ー
ト
―1 1―
3　中高齢者の介護予防と運動器の傷害に対する鍼灸の効果
介護予防を目的とした筋骨格系に対する鍼の効果についての文献はレビュー論文１件、質問
紙調査１件、前後比較試験１件、クロスオーバー試験１件であった。これら介護予防と鍼灸の
効果についての文献は、膝、下腿部、筋骨格系運動器を対象としている点が共通していた。鍼
施術の効果として、恒松ら（2009）は行動および気分に良い影響、中村（2012）は膝伸展力と
開眼片足立ち加え、QOL と主観的健康指標の向上、藤本ら（2016）は姿勢制御に良い影響を与
えたことを報告している。これらの報告から、鍼灸施術そのものが、痛みの緩和だけでなく、
心理的・精神的、身体的にも有効である可能性が考えられた。
表２　中高齢者の介護予防運動器の傷害に対する鍼灸の効果
発表者 タイトル 文献名 研究デザイン 報告内容
藤本秀樹他
円皮鍼刺激が方脚立
位の重心動揺に及ぼ
す影響ー下腿部と体
幹部の比較ー
東京有明医療大学
雑誌 2016; 8:1-7.
円皮鍼を貼付しないコントロール条件と測定
前に下腿部に円皮鍼を貼付する条件及び体幹
部に円皮鍼を貼付する条件の３条件を設定
し，同一 被験者が１週間以上の間隔を空け，３
回の条件に参加するクロスオーバー法。
下腿部及び隊幹部への円皮鍼が片脚立位における重心動揺に及ぼす影響を検討す
るために、健常成人7名に対し、下腿部及び体幹部に円皮鍼を貼付する条件とコ
ントロール群の3条件を、設定し、同一被験者が1週間以上の間隔を空けクロス
オーバー法を用いて評価した。その結果、体幹部への円皮鍼刺激が姿勢制御に影
響を与えた可能性が示唆された。
岡浩一郎
膝痛高齢者に対する
鍼灸の有効性を明ら
かにするための総合
的研究
人間科学研究
2013; 26(2): 245-
246.
鍼治療の効果をに関する知見を整理するとと
もに、膝痛高齢者に対する鍼治療の効果を検
証するための３つの介入研究を実施し、鍼灸
が介護予防に果たす役割について検討。
45歳以上の膝の変形性関節症（osteoarthritis: OA）に より膝痛を有する成人
を対象に、鍼治療の効果をランダム 化比較試験（Randomized controlled
trial: RCT）によ り検討した研究を概た。PubMedおよび医学中央雑誌の２つの
文献データベースを用い、検索キーワードは、 PubMedで は｢acupuncture、
electro acupuncture、 osteoarthritis、knee、gonalgia｣、医学中央は、｢鍼、
膝、変形性膝関節症｣を用いた。論文抽出には選択基準・除外基準を設け、各論
文の評価はJadadのスコアリングシス テムを用いた。その結果、関連する論文と
して計38編が抽出され、除外 基準と照応させ、最終的に18件の論文が採択され
た。内訳は国外の論文が16件、国内の論文が２件であった。採択した各論文で
は、鍼治療の対照群として無処置群、シャム鍼、 運動療法、薬物療法といった
介入が行われていた。すべて の論文の結果は、膝痛に対する鍼治療の有効性を
示していた。
中村満
介護予防としての運
動プログラム・ト
レーニングとそれに
併用する円皮鍼施鍼
の包括的QOLに及ぼす
影響について
日本温泉気候物理
医学会雑誌　2012;
75(2):  95-111.
円皮鍼2週間施鍼前とトレーニング前後の比較
及び円皮鍼2週間施鍼後の唾液中Cortisol、
Cag濃度、SF-8の比較。
高齢者における長期の運動プログラム・トレーニングの効果、および継続的に
トレーニングを行っている高齢者に対する円皮鍼施鍼の併用が、高齢者のコン
ディショニング及 び包括的 QOL にどのような影響を及ぼすかを検証した。ト
レーニングに円皮鍼療法を併用することで心身の QOL 向上と主観的な健康指標
の向上にも繋がったことから、長期にわたるトレーニングを継続させる有効な方
法になり得ることが示された。
恒松美香子他
鍼施術が筋骨格系に
痛みを訴える中高齢
者の身体活動量に及
ぼす影響
日本温泉気候物理
医学会雑誌  2009;
72(2): 131-140.
筑波大学理療科養成施設臨書部において、筋
骨格系の疼痛症状に対する鍼施術を継続して
受療している、または過去に受療してた患者
に対する質問紙調査。独立した2群間の差を
Mann-WhitneyのU検定、χ二乗検定を用いての
検討。
本研究では、筋骨格系の症状を有して鍼施術を受療した中高齢者について、鍼施
術受療を契機とした症状、行動および気分の変化と身体活動量増大との関係を検
討した。鍼施術受療を契機した症状、行動および気分の変化として調査した7項
目については、いずれの項目も、健康にとってよい方向に改善するか変化がみら
れないことが多く、筋骨格系に弾帯を有する中高齢者において、鍼施術が症状、
行動および気分に対し、良い影響を与えることが示唆された。
2-2　中高齢者の介護予防運動器の傷害に対する鍼灸の効果
―1 2―
4　鍼灸師による介護予防運動に関する取り組み
表
３
　
鍼
灸
師
に
よ
る
介
護
予
防
運
動
に
関
す
る
取
り
組
み
発
表
者
タ
イ
ト
ル
文
献
名
報
告
内
容
華
学
和
博
認
知
機
能
低
下
を
遅
ら
せ
る
運
動
療
法
 -
 プ
レ
コ
グ
体
操
 (
後
編
)
医
道
の
日
本
20
18
 5
月
号
: 
13
5-
1
4
0
.
認
知
機
能
低
下
を
遅
ら
せ
る
運
動
療
法
「
プ
レ
コ
グ
体
操
」
を
開
発
し
、
京
都
府
宇
治
市
が
実
施
し
た
介
護
予
防
地
域
支
援
事
業
や
、
地
域
の
高
齢
者
を
対
象
に
し
た
運
動
教
室
で
実
施
し
て
い
る
。
2
0
1
5
年
に
実
施
し
た
プ
レ
コ
グ
体
操
講
習
会
で
は
「
1回
日
：
ス
ト
レ
ッ
チ
と
自
重
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
」
「
2回
目
：
瞑
想
と
頭
の
ツ
ボ
マ
ッ
サ
ー
ジ
」
「
3回
口
：
体
幹
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
」
の
3回
に
分
け
て
、
各
2時
間
ず
つ
1か
月
お
き
に
実
施
し
、
終
了
後
も
自
宅
で
行
っ
て
も
ら
う
よ
う
に
指
導
。
脳
の
活
動
を
刺
激
す
る
耳
部
や
眼
部
の
気
功
マ
ッ
サ
ー
ジ
を
取
り
人
れ
て
い
る
。
米
村
耕
治
三
焦
鍼
法
と
介
護
予
防
運
動
で
高
齢
者
に
寄
り
添
う
医
道
の
日
本
20
16
 8
月
号
: 
80
-8
1.
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
に
て
運
動
指
導
を
行
う
。
女
性
9
2
歳
。
治
療
を
受
け
始
め
て
3
カ
月
目
、
効
果
を
実
感
し
て
い
る
。
主
訴
は
軽
度
認
知
症
、
狭
心
症
、
膝
関
節
痛
。
膝
関
節
に
手
術
歴
あ
り
。
脈
を
み
た
あ
と
、
手
指
関
節
の
屈
曲
・
伸
展
、
肩
関
節
の
拳
上
、
足
関
節
の
 
底
屈
・
背
屈
な
ど
介
護
予
防
運
動
を
行
い
、
そ
の
後
に
鍼
施
術
を
行
う
。
永
澤
充
子
運
動
と
交
流
の
場
を
提
供
し
て
「
自
助
, 
互
助
, 
共
助
」
を
実
践
 
医
道
の
日
本
20
16
 4
月
号
: 
26
-2
9.
鍼
灸
院
に
運
動
施
設
を
併
設
。
医
療
保
険
や
介
護
保
険
に
依
ら
ず
、
東
大
阪
市
の
地
域
ま
ち
づ
く
り
活
動
助
成
金
※
を
受
け
な
が
ら
「
自
助
、
互
助
、
共
助
」
に
よ
る
町
づ
く
り
の
一
端
を
担
う
。
1階
の
運
動
ス
ペ
ー
ス
に
は
ラ
ン
ニ
ン
グ
マ
シ
ン
、
ロ
ー
イ
ン
 グ
ヒ
ッ
プ
ア
ブ
ダ
ク
シ
ョ
ン
、
レ
ッ
グ
エ
ク
ス
テ
ン
シ
ョ
ン
、
レ
ッ
グ
プ
レ
ス
、
エ
ア
ロ
バ
イ
ク
と
い
っ
た
本
格
的
な
マ
シ
ン
を
取
り
揃
え
て
い
る
。
会
費
は
月
額
 5
0
0
0
円
。
月
～
土
曜
の
午
前
1
0
時
か
ら
午
後
6
時
半
ま
で
1時
間
の
ク
ラ
ス
が
6回
行
わ
れ
、
会
員
は
 
1日
1回
1時
間
利
用
で
き
る
。
 
主
に
ス
ト
レ
ッ
チ
、
マ
シ
ン
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
、
ボ
ー
ル
運
動
を
行
う
。
 平
均
年
齢
は
6
0
歳
。
榎
本
恭
子
評
判
の
介
護
予
防
教
室
に
学
ぶ
 教
室
の
開
き
方
医
道
の
日
本
20
15
 3
月
号
巻
頭
.
教
室
『
ふ
れ
あ
い
広
場
』
を
開
催
。
教
室
の
趣
旨
と
し
て
は
介
護
予
防
で
あ
る
が
、
そ
れ
を
前
面
に
出
す
と
利
用
者
さ
ん
に
 
と
っ
て
は
と
っ
つ
き
に
く
く
感
じ
ら
れ
る
こ
と
も
あ
る
と
考
え
、
楽
し
み
な
が
ら
自
然
と
運
動
が
で
き
る
よ
う
演
出
し
て
い
る
。
ま
ず
は
利
用
者
が
楽
し
く
参
加
で
き
る
こ
と
が
重
要
。
教
室
の
開
催
は
2
カ
月
に
1
回
。
開
催
月
に
よ
っ
て
毎
回
テ
ー
マ
を
変
え
る
。
例
え
ば
4
月
は
「
春
う
ら
ら
コ
ン
サ
ー
ト
」
と
題
し
て
、
プ
ロ
の
声
楽
家
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
で
来
て
も
ら
っ
て
、
み
ん
な
で
歌
を
歌
っ
た
り
す
る
。
松
浦
正
人
ね
た
き
り
患
者
へ
の
リ
ハ
ビ
リ
鍼
灸
医
道
の
日
本
20
15
 8
月
号
: 
70
-7
5.
毎
月
、
患
者
の
状
態
を
報
告
書
を
用
い
て
主
治
医
・
訪
問
看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
・
ケ
ア
マ
ネ
ジ
ャ
ー
・
訪
問
リ
ハ
ビ
リ
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
に
連
絡
す
る
こ
と
で
連
携
を
図
っ
て
い
る
。
そ
の
報
告
書
の
初
め
に
は
、
患
者
の
現
状
を
記
載
す
る
ほ
か
、
鍼
灸
マ
ッ
サ
ー
ジ
医
療
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
内
容
を
明
確
に
す
る
た
め
、
次
の
よ
う
な
説
明
文
を
記
載
し
て
い
る
。
提
供
す
る
鍼
灸
マ
ッ
サ
ー
ジ
医
療
サ
ー
ビ
ス
は
AD
L改
善
・
QO
L向
上
を
日
的
と
し
て
い
る
こ
と
。
ま
た
そ
の
具
体
的
内
容
は
以
下
の
通
り
。
1・
鍼
…
筋
緊
張
緩
和
、
血
液
循
環
改
善
　
2・
リ
ン
パ
マ
ッ
サ
ー
ジ
…
 リ
ン
パ
・
血
液
循
環
改
善
　
3・
ス
ト
レ
ッ
チ
…
筋
肉
・
関
節
の
可
動
域
改
善
　
4・
筋
力
…
関
節
可
動
域
の
安
定
、
筋
力
の
改
善
5・
機
能
訓
練
…
体
位
変
換
（
座
位
・
立
位
な
ど
）
、
歩
行
訓
練
。
患
者
の
日
常
生
活
ヒ
で
の
不
具
合
を
改
善
し
て
Q
O
L
の
向
上
を
目
指
し
て
、
上
記
5
つ
の
方
法
か
ら
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る
。
華
学
和
博
変
形
性
膝
関
節
症
へ
の
セ
ル
フ
ケ
ア
医
道
の
日
本
20
13
 8
月
号
: 
79
-8
5.
変
形
性
膝
関
節
症
に
対
し
て
、
運
動
療
法
と
手
技
療
法
を
行
っ
て
い
る
。
利
用
者
の
状
態
に
合
わ
 せ
て
運
動
方
法
や
セ
ル
フ
ケ
ア
を
指
導
し
、
実
際
に
自
宅
で
毎
日
行
っ
て
も
ら
う
。
で
き
れ
ば
記
録
し
て
も
ら
い
、
 毎
回
参
加
さ
れ
た
と
き
に
チ
ェ
ッ
ク
す
る
と
忘
れ
ず
に
行
っ
て
も
ら
え
る
。
患
者
に
運
動
方
法
を
教
え
、
自
分
で
セ
ル
フ
ケ
ア
を
し
て
も
ら
う
と
治
癒
率
が
大
き
く
向
上
す
る
だ
け
で
な
く
、
ロ
コ
モ
テ
ィ
ブ
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
の
予
防
に
な
る
。
堀
口
和
彦
鍼
灸
師
あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
師
に
よ
る
機
能
訓
練
の
実
際
医
道
の
日
本
2
0
0
7
;
 
1
6
4
-
1
7
3
.
慢
性
的
な
痛
み
に
悩
ん
で
い
る
高
齢
者
は
非
常
に
多
い
。
痛
み
は
運
動
を
制
限
し
、
平
穏
な
日
常
生
活
を
阻
害
し
、
意
欲
ま
で
も
低
下
さ
せ
る
。
痛
み
に
よ
る
運
動
制
限
か
ら
、
廃
用
性
の
萎
縮
や
拘
縮
に
至
る
ケ
ー
ス
も
あ
る
。
多
く
の
開
業
鍼
灸
師
が
実
証
し
て
い
る
よ
う
に
、
高
齢
者
の
三
三
疾
患
の
緩
和
に
鍼
灸
あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
療
法
は
大
変
有
効
で
あ
る
。
痛
み
を
開
放
し
た
後
に
機
能
訓
練
を
実
施
す
れ
ば
、
A
D
：
し
や
Q
O
L
の
向
上
が
さ
ら
に
望
め
。
あ
ん
摩
マ
ッ
サ
ー
ジ
師
が
得
意
と
す
る
東
洋
医
学
的
な
四
診
法
を
生
か
し
、
利
用
者
の
状
態
を
的
確
に
把
握
す
る
こ
と
は
、
介
護
計
画
の
作
成
に
大
き
な
力
を
発
揮
で
き
る
。
朝
日
山
一
男
介
護
予
防
か
ら
子
ど
も
の
ス
ポ
ー
ツ
ま
で
ス
ポ
ー
ツ
メ
デ
ィ
ス
ン
2
0
0
6
:
 
2
2
-
2
3
.
神
奈
川
衛
生
学
園
に
お
い
て
も
「
東
洋
医
学
を
応
用
し
た
ボ
デ
ィ
ー
コ
ン
デ
ィ
シ
ョ
ニ
ン
グ
」
を
実
施
。
小
田
原
市
の
介
護
課
に
話
を
持
ち
か
け
、
後
援
依
頼
と
広
報
の
掲
示
を
依
頼
し
て
実
現
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
内
容
は
体
力
測
定
、
経
絡
ス
ト
レ
ッ
チ
、
チ
ュ
ー
ブ
を
使
っ
た
簡
単
な
運
動
、
セ
ル
フ
マ
ッ
サ
ー
ジ
指
導
、
ツ
ボ
療
法
な
ど
東
洋
医
学
を
応
用
し
た
多
彩
な
も
の
だ
っ
た
。
期
間
は
3
カ
月
、
隔
週
全
6
回
1
回
9
0
分
で
参
加
人
員
1
5
名
だ
っ
た
。
表
2-
3　
鍼
灸
師
に
よ
る
介
護
予
防
運
動
に
関
す
る
取
り
組
み
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鍼灸師が取り組む介護予防運動の実践報告は、施術所内、訪問診療、介護予防事業、地域活
動など、内容については様々であった。鍼灸師の介護予防運動の取り組みには①鍼を使用せ
ず、正確なツボの位置を押すなど、東洋医学的なアプローチを用いて痛みや筋肉の緊張を緩
和する効果を示す、②鍼と運動を併用する（個別対応など）、③鍼施術と機能訓練は別に行う
（集団対応など）、④セルフケアなど自分でも運動を継続できるような方法を指導するという
特徴がみられた。
5　介護領域における他職種連携と鍼灸に関する調査
　表４　介護予防領域における鍼灸と他職種連携に関する調査
発表者 タイトル 文献名 研究デザイン 報告内容
蛯子慶三他
当研究所におけ
る他職種連携に
向けた鍼灸師の
取り組み
日本東洋医
学雑誌
2016;
67(1):85-
92.
病院併設の東洋医学研究所内職員
を対象として、他職種連携を目的
とした鍼灸の取り組みに関する質
問紙調査を実施し、問題点の解決
策を講じて再度質問紙調査し、単
純集計。
鍼灸師と他職種との連携に関する問題点は、情報不足、施術メニュー、料
金についてであった。鍼灸の有用性を高める研究とともに、情報発信、コ
ミュニケーション能力の向上、さらにそれを活かす能力の向上に努め、鍼
灸師側から他の職種に働きかけることが重要である。
糀谷大和他
介護保険制度に
おける東洋医学
的療法の現状認
識と資源として
の可能性につい
て
東方医学
2014;30(2):
37-46.
①介護支援専門員、保健師、社会
福祉士51名に対する鍼灸、柔整、
あマ師に対する認識についての質
問紙調査　②通所介護事業所利用
者に対する質問紙調査の単純集
計。
介護支援専門員、保健師、社会福祉士は、 鍼灸師、あマ指師、柔整師
の名称は高い確率で認知しているが、業務内容に関しては半数 程度の
理解しか有しておらずあマ指師が機能訓練指導員に該当することの理解
も充分に得られていないことが明らかになった。介護施設には，あマ指
師，柔整師の必要性 を感じているものが多いが，鍼灸師の必要性を感
じているものは少ないことが明らかとなつた。また、マシントレーニン
グと鍼灸施術を併用することで、より高い癒痛抑制効果が得られ、利用
者のADLおよびQOLの向上が期待できることが示唆された。
久下浩史他
介護支援専門員
の介護計画で鍼
灸治療に関する
意識調査
全日本鍼灸
学会雑誌 
2008;
58(5): 749-
757.
鍼灸治療を含めた療養費の介護計
画での利用実績、介護支援専門員
自身の鍼灸経験についての質問紙
調査の単純集計、Kruskal Wallis
検定、因子分析、パス解析。
介護支援専門員が作成するケアプランの中で、療養費での鍼灸の利用状
況について75事業所を対象とした質問紙調査を実施した。介護サービス
での鍼灸を利用した事業所は60%で、介護支援専門員の利用者のADLや
QOLの維持・向上に対する鍼灸の有用性に対する認識が要因である。
表2-4  介護予防領域における鍼灸と他職種連携に関する調査
介護領域における多職種連携と鍼灸に関する調査報告では、介護施設職員、病院関連施設職
員、介護支援専門員への質問紙調査があった。久下ら（2008）は、事業所の介護支援専門員に
対する調査から、介護支援専門員に対して鍼灸の有用性を啓蒙することで、鍼灸利用につなが
る可能性を示唆している。粕谷ら（2015）は居宅介護支援事業所の介護支援専門員と地域包括
支援センターの職員、利用者への調査において、鍼灸師の業務内容に関して半数程度しか理解
されていなかったことを報告している。蛯子ら（2016）は、医科大学付属病院併設の研究所職
員に対する調査を実施し、鍼灸に対する情報不足を指摘している。これらの文献では、医療・
介護領域の他の専門職において、鍼灸の効果、鍼灸師の業務に対する認知度が低いこと、情報
が不足していることが共通していた。
第３節 鍼灸師による介護予防の現状と課題
1　これまでの取り組みの検証
2005 年の介護保険制度改正当時から、開業鍼灸師個々による介護予防活動が実施されてい
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たことがわかった。介護福祉領域における研究は限られており、地域における実践内容につい
ては、鍼灸業界の雑誌にその内容が掲載される程度で、取り組みの効果の検証はほとんど実施
されていなかった。
鍼の効果の検証方法については、主に VAS（Visual	 Analog	 Scale）や ROM（Range	 Of	
Motion）といった評価方法が用いられていた。EBM	が重視される今日、医療分野においてはラ
ンダム化比較試験（RCT:	Randomized	Controlled	Trial）に代表されるような手法で、対照群
との比較によって得られるエビデンスの集積は重要である。対照群に偽鍼を使用する場合、少
なからず皮膚に刺激を与えることが考えられ、薬理学的なプラセボ錠と同様に効果を検証する
ことは難しいため、より総合的な視野と評価尺度で人間の心身を捉える研究も進められている。
2　鍼灸師の特性を活かした介護予防
介護予防はすべての高齢者が対象である。鍼灸師は普段の業務において、高齢者や運動器の
傷害など慢性の疾患のある人に関わる機会が多い（石崎ほか ,	2005）。慢性の傷害は、治癒が
望めないものや、その原因が明確でないものもある。日本の鍼灸師は、１人の患者にかける時
間が長く（坂本 ,	2015）、時間をかけて痛みや苦痛に対する施術をしながら、生活習慣、運動
習慣など、さまざまな健康に関する指導をしている。鍼灸院の来院者は、鍼灸施術について、
症状の軽減、病気の治癒だけではなく、病気の予防、健康増進、リラクゼーション、日常生活
の向上、コミュニケーションなど幅広い効果を期待している（高野ほか ,	2002）。鍼灸を含め
た東洋医学の特徴として、施術の効果だけではなく、受ける側が感じる安堵感、あるいは癒さ
れるという安心感が相乗して、施術方法と施術者に対する強い信頼をもたらしている。鍼灸施
術は一つの症状に対する効果を期待するものではなく、多様な症状、明確でない症状、慢性的
な症状や不定愁訴などに対し、時間をかけて聞き取り、施術をする。また施術中においても、
聞き取り、説明し、指導を行うことが、他にはない鍼灸師の特性であると考える。要介護状態
に陥る可能性が高い人のみならず、軽度の日常的な痛みを持つ人をはじめ、身体的な不安や傷
害の有る人に対しても、介護予防・健康に関する支援を行っている。運動習慣については高齢
になってからではなく、若いうちから始めることが効果的であること、運動器の傷害を慢性化
させないことが重要である。こうしたことを考慮すると、鍼灸師は壮年期から健康悪化予防や
健康維持への寄与が期待される職種であろう。
3　今後の課題 
規制緩和により、鍼灸学校の急増によって鍼灸師・鍼灸院の供給は増加傾向にあるものの、
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月間受療率は低迷ないし減少傾向にあり、鍼灸師の供給量の増加が鍼灸の需要喚起に必ずしも
結びついていない（藤井ほか ,	2013）。鍼灸の受療率が低迷している理由として、資格を持た
ない人が行う医業類似行為の浸透と氾濫（小川ほか ,	2011）、混合診療の禁止（医師がはり、
きゅうの療養同意書を書くと、医療機関において同一疾患での保険診療併用は認められない）、
医療保険で認められている適応症（関節リウマチ、神経痛、頚腕症候群、腰痛症、五十肩、頸
椎捻挫後遺症）について、療養担当規則第 17 条の規定（「保険医は患者に疾病又は負傷が自己
の専門外にわたるものであるという理由によって、みだりに施術業者の施術を受けさせること
に同意を与えてならない」）が考えられる。しかし最大の要因は、鍼灸の効果や鍼灸師につい
て一般的に理解が得られていないことではないか。
介護予防に関連する職種として、医師・歯科医師・看護職をはじめ、薬剤師・理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士など医療関係職と、社会福祉士・精神保健福祉士・介護職・介護支援
専門員など福祉・介護関係職といった多様な分野の専門職が連携して、地域における多様な
ニーズを持つ人々を支えている。多職種が連携して継続的な支援を行うためには、他の専門職
の専門性、業務の内容などをお互いに理解することが重要である。医療や介護の専門職におけ
る多職種連携によるチームアプローチが定着しつつある。在宅ケアの普及ともに介護支援専門
員やソーシャルワーカー等、機関を超えた連携も活発になっている。地域包括ケアシステムで
は、それぞれ専門職がお互いの役割や機能を理解する必要がある（佐瀬ほか ,	2016）。鍼灸師
の介護予防活動を促進するためには、鍼灸師が他の医療職や関連する職種との協力関係に入
ることが必須である。鍼灸施術の専門性と施術内容の開示、施術者の技術の向上（矢野ほか ,	
2006a）（藤井ほか ,	2013）に加え、介護予防に関連する知識の強化が必要である。個人開業
が多い職種であることから、職能団体や研究機関と連携し、エビデンスを蓄積するとともに、
鍼灸師の特性を活かした介護予防の事例集積、及び普及活動が今後の課題である。
第４節　まとめ
健康寿命の延伸に向け介護予防や健康の維持・増進に向け、運動や身体活動の必要性とその
ための取り組みについて論じるとともに、介護予防領域での鍼灸師の取り組みに焦点をあて、
これまでに報告されている文献を通して鍼灸師による介護予防の現状と可能性について検討し
た。鍼灸師による介護予防の取り組みの特性は、鍼や東洋医学的知識を用いて痛みを緩和する
とともに、心理的・精神的、身体的にも効果をもたらす可能性が考えられた。鍼灸師による介
護予防の専門性は、鍼又は鍼と運動の併用により、肩・膝・腰・下腿部など筋骨格系運動器の
症状の緩和と運動指導が出来ることである。その手法は多様であり、地域の開業鍼灸師におい
ても、高齢者や運動器の疾患の有る人に対し、鍼施術や東洋医学的な健康講話、運動指導な
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ど、介護予防や健康支援の取り組みを実践していた。一方、鍼灸や鍼灸師の業務に対する認知
度は低く、他職種・他機関に対する情報が不足している。一般に鍼灸や鍼灸師に対する理解が
得られていないことが、鍼灸および鍼灸師への認知度が低い最大の要因であると考えられる。
鍼治療は健康の維持増進に向けて予防法としての活用も期待されている。鍼灸師の特性を活か
した介護予防のエビデンスの蓄積や事例収集、および普及活動によって、鍼灸師による介護予
防の取り組みが促進されることを期待したい。
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